
令和３年度 城里町水道事業会計予算



 



 議案第２８号

　（総　　則）

第１条　令和３年度城里町水道事業会計の予算は，次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は，次のとおりとする。

当該年度給水戸数 戸

年間総配水量 立方メートル

一日平均配水量 立方メートル

主要な建設改良事業 水道施設更新事業 千円

　（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。

収　　　入

水道事業収益 千円

第１項 営業収益 千円

第２項 営業外収益 千円

第３項 特別利益 千円

支　　　出

水道事業費用 千円

第１項 営業費用 千円

第２項 千円

第３項 特別損失 千円

第４項 予備費 千円

令和３年度　城里町水道事業会計予算　

(1) 7,581

(2) 2,311,480

(3) 6,333

(4) 186,486

第 1 款 706,383

481,499

224,784

100

第 1 款 706,383

649,423

営業外費用 54,860

100

2,000
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　（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額322,071千円は，

当年度分損益勘定留保資金322,071千円で補てんするものとする。）。

資本的収入 千円

第１項 千円

第２項 補　助　金 千円

第３項 負　担　金 千円

資本的支出 千円

第１項 千円

第２項 企業債償還金 千円

　（企業債）

第５条 起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとおりと定める。 　

普通貸借又は

証 券 発 行

　（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は，100,000千円と定める。

収 入

第 1 款 123,408

企　業　債 103,200

16,308

3,900

支 出

第 1 款 445,479

建 設 改 良 費 209,021

236,458

(単位　千円)

起債の目的 限度額 起債の方法 利　　　　　率 償 還 の 方 法

水道建設改良事業 103,200

5.0％以内（ただし，利率見直
し方式で借り入れる政府資金
及び地方公共団体金融機構資
金について，利率の見直しを
行った後においては，当該見
直し後の利率）

政府資金については，その融資条件によ
り，銀行その他の場合には，その債権者と
協定するものによる。ただし，企業財政の
都合により据置期間及び償還期限を短縮
し，または繰上償還もしくは低利に借換え
することができる。
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　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することのできる場合は，次のとおりと定める。

第１項 営業費用

第２項 営業外費用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条 次に掲げる経費については，その経費の金額を，それ以外の経費の金額に流用し，又はそれ以外の経費をその経費の

金額に流用する場合は，議会の議決を経なければならない。

千円

　（他会計からの補助金）

第９条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は158,156千円である。ただし，第３条の予算の補助金141,848千円のうち

49,934千円は企業債利息償還金に，91,914千円は総係費にそれぞれ充て，また第４条予算の補助金16,308千円は，企業債元

金償還金に充てる。

　（たな卸し資産の購入限度額）

第10条 たな卸資産の購入限度額は7,201千円と定める。

　　　　　　令和　３年　３月１２日　提　出

城里町長　上遠野　　修　　　　

　　　　　　令和　３年　　月　　日

職 員 給 与 費 54,320
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（収益的収入） （単位　千円）
款 項 目 予　定　額 備　　　考

1 水道事業収益 706,383
1 営業収益 481,499

1 給水収益 412,860 水道料金
2 受託工事収益 44,855 受託工事負担金
3 その他の営業収益 23,784 加入金・検査手数料等

2 営業外収益 224,784
1 受取利息 205 預金利息
2 他会計補助金 141,848 一般会計補助金
4 長期前受金戻入 82,716 固定資産減価償却に伴う戻入
5 雑収益 15 行政財産使用料

3 特別利益 100
1 過年度損益修正益 100 過年度分水道料金の調定増等

（収益的支出） （単位　千円）
款 項 目 予　定　額 備　　　考

1 水道事業費用 706,383
1 営業費用 649,423

1 原水及び浄水費 133,916
2 配水及び給水費 28,166 配水施設等の維持管理費用
3 受託工事費 45,370 受託工事に要する費用
4 総係費 144,665 事業活動全般に係る費用
5 減価償却費 296,801 固定資産の減価償却費
6 資産減耗費 505 固定資産除却費

2 営業外費用 54,860
1 支払利息及び企業債取扱諸費 50,060 企業債利息
2 消費税及び地方消費税 4,500 消費税納付金
3 雑支出 300 過年度消費税修正分

3 特別損失 100
1 過年度損益修正損 100 過年度分水道料金の調定減等

4 予備費 2,000
1 予備費 2,000

１．令和３年度城里町水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

取水・導水・浄水・送水施設の維持管理費用
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（資本的収入） （単位　千円）
款 項 目 予　定　額 備　　　考

1 資本的収入 123,408
1 企業債 103,200

1 企業債 103,200 水道建設改良事業の企業債
2 補助金 16,308

1 一般会計補助金 16,308 町補助金
3 負担金 3,900

1 一般会計負担金 3,900 消火栓設置負担金

（資本的支出） （単位　千円）
款 項 目 予　定　額 備　　　考

1 資本的支出 445,479
1 建設改良費 209,021

1 施設整備費 7,337 基幹施設の更新費用
2 配水管布設費 22,050 配水管等の整備費用
3 水道建設事業費 179,149 水道建設改良事業費用
4 資産購入費 485 土地及び量水器等購入費用

2 企業債償還金 236,458
1 企業債償還金 236,458 企業債元金償還金

資本的収入及び支出
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（収益的収入） （単位　千円）
本　年　度 前　年　度 節

予　定　額 予　定　額 区　　分 金　　額

1  水道事業収益 706,383 698,316 8,067

1  営業収益 481,499 475,738 5,761

1 給水収益 412,860 412,315 545

1  水道料金 412,860 水道料金

2 受託工事収益 44,855 39,410 5,445

1  受託工事収益 44,855

3 その他の営業収益 23,784 24,013 △ 229

1  加入金 7,898 給水申込加入金

2  手数料 994

3  督促手数料 384 督促手数料

5  受託収益 14,493

6  雑収益 15 給水台帳用紙代等

2  営業外収益 224,784 222,478 2,306

1 受取利息 205 214 △ 9

1  預金利息 205 預金利息

2 他会計補助金 141,848 138,055 3,793

1  一般会計補助金 141,848 一般会計補助金

4 長期前受金戻入 82,716 84,194 △ 1,478

1  国庫(県)補助金 35,322 固定資産減価償却に伴う戻入

2  一般会計補助金 20,153 〃

3  一般会計負担金 2,904 〃

4  工事負担金 24,337 〃

5 雑収益 15 15 0

3  雑収益 15 行政財産使用料

3  特別利益 100 100 0

1 過年度損益修正益 100 100 0

1  過年度損益修正益 100 過年度分水道料金の調定増等

令和３年度城里町水道事業会計予算実施計画明細書

収益的収入及び支出

都市建設課・下水道課等受託工事負担金

給水工事の設計審査及び竣工検査手数料等

下水道使用料徴収受託に要する経費負担

款・項 目 比　　較 説　　　明
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（収益的支出） （単位　千円）
本　年　度 前　年　度 節

予　定　額 予　定　額 区　　分 金　　額

1  水道事業費用 706,383 698,316 8,067

1  営業費用 649,423 636,320 13,103

1 原水及び浄水費 133,916 132,143 1,773

2  備消品費 548

3  光熱水費 18 下水道料金

4  動力費 64,152 施設電気料金

5  薬品費 4,675 浄水処理用薬品代

6  修繕費 40,788 有形固定資産等の修繕費

9  通信運搬費 3,997 テレメータ回線使用料等

10  手数料 9 浄化槽法定検査手数料

11  委託料 19,187

12  賃借料 462 水道施設用地借上料

13  材料費 80 維持補修用資材等

2 配水及び給水費 28,166 28,569 △ 403

3  備消品費 100 消耗品代

4  燃料費 171 自家発電設備用燃料代

6  印刷製本費 44 給水装置台帳用紙印刷代等

7  修繕費 15,816

11  委託料 5,935

12  工事請負費 5,000

13  材料費 1,100 維持補修用資材費

3 受託工事費 45,370 39,410 5,960

1  委託料 6,508 受託工事設計業務

2  工事請負費 38,862 受託工事費

4 総係費 144,665 135,000 9,665

1  報酬 85 水道事業運営審議会委員報酬

2  給料 26,202 職員給料

3  手当 16,076 扶養手当 576

管理職手当 852

期末手当(令和3年6月分*2/6+12月分) 3,954

勤勉手当(令和3年6月分*2/6+12月分) 3,220

通勤手当 365

時間外手当 2,683

特勤手当(待機手当） 252

住居手当 636

退職手当組合 3,538

4  賞与引当金繰入額 3,588 令和3年6月賞与分*4/6

6  法定福利費 7,769

7  法定福利費引当金繰入額 685 令和3年6月分賞与分*4/6

9  旅費 91 普通旅費及び特別旅費

消耗品代（水質検査試薬・記録紙等）

水質検査・受電設備保安業務委託等

量水器の修繕及び配水管の漏水維持修繕費

漏水当番・検定満期量水器交換業務委託等

配水管布設工事費

給与分+賞与分(令和3年6月分*2/6+12月分)

款・項 目 比　　較 説　　　明
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（収益的支出） （単位　千円）
本　年　度 前　年　度 節

予　定　額 予　定　額 区　　分 金　　額

10  被服費 58 作業服代等

11  備消品費 3,624 事務用品代

12  燃料費 445 ガソリン代

14  印刷製本費 1,210 納付書・検針用紙印刷代

15  修繕費 391 公用車修理代

18  通信運搬費 416 電話料金

19  手数料 1,987

20  保険料 1,189

21  委託料 70,152

23  賃借料 6,970 電算処理業務機器使用料等

24  会費負担金 2,606 日本水道協会 119

国有資産等所在市町村交付負担金 30

藤井川ダム管理費負担金 2,108

那珂地域ダム統轄管理費負担金 26

那珂川水系水道業務連絡協議会 3

茨城県安全運転管理者協議会 11

安全運転者講習会参加費負担金 4
茨城県公共料金等暴力対策協議会負担金 5
日本水道協会茨城県支部職員研修会負担金 20
日本水道協会茨城県支部県北ブロック職員研修会負担金 20
水道技術管理者資格取得講習会学科学習受講料 128
水道技術管理者資格取得講習会実務研修受講料 132

25  補償費 100 那珂川漁業組合

26  公課費 21 重量税

27  貸倒引当金繰入額 1,000

5 減価償却費 296,801 301,183 △ 4,382

1  有形・無形固定資産減価償却費 296,801

6 資産減耗費 505 15 490

1  固定資産除却費 490 固定資産除却費

2  たな卸資産減耗費 15 たな卸資産減耗費

2  営業外費用 54,860 59,896 △ 5,036

1 支払利息及び企業債取扱諸費 50,060 55,096 △ 5,036

1  企業債利息 49,935 企業債償還金利息分

2  借入金利息 125 一時借入金利息

2 消費税及び地方消費税 4,500 4,500 0

1  消費税及び地方消費税 4,500 消費税納付金

3 雑支出 300 300 0

2  雑支出 300 過年度消費税修正分

3  特別損失 100 100 0

1 過年度損益修正損 100 100 0

1  過年度損益修正損 100 過年度分水道料金の調定減等

4  予備費 2,000 2,000 0

1 予備費 2,000 2,000 0

1  予備費 2,000

口座振替手数料・コンビニ収納手数料等

浄水場設備保険料・自動車保険料等

システム保守・水道料金等徴収業務委託等

款・項 目 比　　較 説　　　明
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資本的収入及び支出
（資本的収入） （単位　千円）

本　年　度 前　年　度 節

予　定　額 予　定　額 区　　分 金　　額

1  資本的収入 123,408 377,892 △ 254,484

1 企業債 103,200 358,300 △ 255,100

1 企業債 103,200 358,300 △ 255,100

1  企業債（建設改良） 103,200 水道建設改良事業の企業債

2  補助金 16,308 15,692 616

3 一般会計補助金 16,308 15,692 616

1  一般会計補助金 16,308 町補助金

3  負担金 3,900 3,900 0

1 一般会計負担金 3,900 3,900 0

1  一般会計負担金 3,900 消火栓設置負担金

（資本的支出） （単位　千円）
本　年　度 前　年　度 節

予　定　額 予　定　額 区　　分 金　　額

1  資本的支出 445,479 635,842 △ 190,363

1  建設改良費 209,021 416,975 △ 207,954

1 施設整備費 7,337 185,570 △ 178,233

1  委託料 7,337 青山配水場改修基本計画策定業務

2 配水管布設費 22,050 51,970 △ 29,920

3  委託料 1,650 配水管新設工事設計業務

4  工事請負費 20,400 配水管新設工事費

3 水道建設事業費 179,149 179,055 94

4  委託料 17,999 建設改良事業設計業務

5  工事請負費 161,050 建設改良事業工事費

7  補償費 100 移転補償費

4 資産購入費 485 380 105

1  土地購入費 100 水道施設用地購入費

3  量水器購入費 385 給水装置用量水器購入費

2  企業債償還金 236,458 218,867 17,591

1 企業債償還金 236,458 218,867 17,591

1  企業債償還金(建設改良) 236,458 企業債償還金元金分

款・項 目 比　　較 説　　　明

款・項 目 比　　較 説　　　明
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（単位　円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純損失 △ 11,646,492

　　　減価償却費 296,801,000

　　　長期前受金戻入益 △ 82,716,000

　　　受取利息及び受取配当金 △ 205,000

　　　支払利息 50,060,000

　　　未収金の増減額 △ 605,704

　　　未払金の増減額 △ 105,650,171

　　　たな卸資産の増減額 △ 6,146,364

　　　固定資産除却費 490,000

　　　賞与引当金の増減額 57,000

　　　法定福利費引当金の増減額 11,000

　　　小　計 140,449,269

　　　４条特定収入の圧縮記帳に伴う調整額 △ 1,065,459

　　　利息及び配当金の受取額 205,000

　　　利息の支払額 △ 50,060,000

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 89,528,810

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 190,072,275

　　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 20,208,000

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 169,864,275

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債償還による収入 103,200,000

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債償還による支出 △ 236,457,770

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 133,257,770

　　　資金増加額 △ 213,593,235

　　　資金期首残高 961,192,132

　　　資金期末残高 747,598,897

２．令和３年度城里町水道事業会計予算予定キャッシュ・フロー計算書

（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）
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　１　総　括 （単位　千円）

（単位　千円）

３．給　与　費　明　細　書

職　員　数 給　与　費

特別職（人） 一般職（人） 報　　酬 給　　料 手　　当 計

本　年　度 24 7 85 26,202 19,664 45,951 8,454 54,405

前　年　度 24 7 85 25,640 19,059 44,784 8,406 53,190

比　　　較 0 0 0 562 605 1,167 48 1,215

区　分 扶養手当 期末手当 勤勉手当 時間外手当 管理職手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

住居手当 退職手当組合 合計

本年度 576 5,931 4,831 2,683 852 365 252 636 3,538 19,664 

前年度 678 5,910 4,674 2,597 852 328 252 306 3,462 19,059 

比　較 △ 102 21 157 86 0 37 0 330 76 605

区　　　分 法定福利費 合　　計

手当の内訳
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　２　給料及び手当の増減額の明細 （単位　千円）

給与改定の状況

給与の改定率 0.0％

給与改定の実施期間 月

給与の改定率 ％

給与改定の実施期間 月

平均昇給率 1.94％

昇給期別職員数 (昇給期) (職員数)

1月 7人

職員数

(現に在職する職員数） (その他）

本年度 7人 人 7人

前年度 7人 人 7人

増　減 　 人 人  人

期末勤勉手当の支給率

支給期 6月 12月

支給率 2.225 2.225 4.45

支給期 6月 12月

支給率 2.25 2.2 4.45

区　　分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　明 備　　　　　　　　　　　　考

昇給期間短縮に伴う増加分

計

制度改正に伴う増減分

計

計

給与改定に伴う増減分 0

前年度

本年度

昇 給 に 伴 う 増 加 分 124

その他の増減分 438

その他の増減分 605

本年度

前年度

給　　料 562

手　　当 605

- 263 -



　３　給料及び手当の状況

　　（１）　職員１人当たり給与

円

円

歳

円

円

歳

　　（２）初　任　給

円 円 円 円

円 円

区　　　　　　　　分 一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

平 均 給 料 月 額 311,143 

平 均 給 与 月 額 361,843 

平 均 年 齢 42.44 

平 均 給 料 月 額 305,229 

平 均 給 与 月 額 349,490 

平 均 年 齢 41.69 

一　般　会　計　の　制　度

一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

高　　校　　卒 150,600 147,900 150,600 147,900 

大　　学　　卒 182,200 182,200 

令和３年１月１日現在

令和２年１月１日現在

区　　　　　分 一　般　行　政　職 技　能　労　務　職
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　　（３）級別職員数

　　（級別の基準となる職務）

一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

１　　級 2 28.6 １　　級

２　　〃 1 14.3 ２　　〃

３　　〃 0 0.0 ３　　〃

４　　〃 2 28.6 

５　　〃 1 14.3 

６　　〃 1 14.3 

計 7 100.0 計

１　　級 2 28.5 １　　級

２　　〃 1 14.3 ２　　〃

３　　〃 1 14.3 ３　　〃

４　　〃 1 14.3 

５　　〃 1 14.3 

６　　〃 1 14.3 

計 7 100.0 計

区　　　　分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級

区　　分

一　般　行　政　職

主 事 補
技 師 補
主　　事
技　　師
参　　与

主　　事
技　　師
参　　与

主　　幹
技　　幹
係　　長

主　　査
技　　査
係　　長

参　　事
補　　佐

参　　事
課　　長

令和３年１月１日現在

令和２年１月１日現在
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　　（４）期末手当、勤勉手当

　　（５）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　　（６）その他の手当

　　（注）この事業は、管理者を置かないこととしている。

支　給　期　別　支　給　率

６月（月分） １２月（月分）

本　年　度 2.225 2.225 4.45 有

前　年　度 2.25 2.2 4.45 有

一般会計の制度 2.225 2.225 4.45 有

区　　　分
２０年勤続の者

（月分）
２５年勤続の者

（月分）
３５年勤続の者

（月分）
最 高 限 度
（月分）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

定 年 退 職
特 別 昇 給

勧 奨 退 職
特 別 昇 給

備　　　　考

支　給　率　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 な　　し な　　し な　　し

一般会計の制度
（支 給 率 等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709 な　　し な　　し な　　し

区　　　分 一般会計の制度との異同

扶　養　手　当 同

住　居　手　当 同

通　勤　手　当 同

区　　　分
支　給　率　計
（月　　分）

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

備　　　　考
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千円 千円 千円

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 の

支 払 義 務 発 生 （ 見 込 ） 額 支 払 義 務 発 生 予 定 額

期 間 金 額 期 間 金 額

令和３年度から

令和４年度まで

４．　債務負担行為に関する調書

事　　　　項 限度額 左の財源内訳

水 道 料 金 等 徴 収 事 務 業 務 84,942 令和２年度 28,314 56,628 水道事業収益
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（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで） （単位　円）

１．　営業収益

　（１）　給水収益 374,831,819

　（２）　受託工事収益 80,400,003

　（３）　その他の営業収益 20,951,091 476,182,913

２．　営業費用

　（１）　原水及び浄水費 119,700,934

　（２）　配水及び給水費 25,971,830

　（３）　受託工事費 80,400,006

　（４）　総係費 119,998,611

　（５）　減価償却費 301,183,000

　（６）　資産減耗費 15,000 647,269,381

　　　　　営業損失 171,086,468

３．　営業外収益

　（１）　受取利息 214,000

　（２）　一般会計補助金 124,055,000

　（３）　長期前受金戻入 84,194,000

　（４）　雑収入 5,158,650 213,621,650

４．　営業外費用

　（１）　支払利息 55,096,000

　（２）　雑支出 1,193,566 56,289,566 157,332,084

　　　　　経常損失 13,754,384

５．　特別利益

　（１）　過年度損益修正益 90,910 90,910

６．　特別損失

　（１）　過年度損益修正損 90,910 90,910 0

　　　　　当年度純損失 13,754,384

　　　　　前年度繰越利益剰余金 1,074,909,851

　　　　　その他の未処分利益剰余金変動額 0

　　　　　当年度未処分利益剰余金 1,061,155,467

５．令和２年度城里町水道事業会計予定損益計算書
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　　　（令和3年3月31日） （単位　円）

１．　固定資産

　（１）　有形固定資産

　　　イ　土地 115,744,335

　　　ロ　建物 292,477,202

　　　　　減価償却累計額 △ 135,196,600 157,280,602

　　　ハ　構築物 8,455,051,625

　　　　　減価償却累計額 △ 3,671,102,238 4,783,949,387

　　　ニ　機械及び装置 3,428,420,962

　　　　　減価償却累計額 △ 2,599,175,752 829,245,210

　　　ホ　車両運搬具 6,956,621

　　　　　減価償却累計額 △ 5,892,681 1,063,940

　　　へ　工具器具及び備品 14,678,058

　　　　　減価償却累計額 △ 8,857,104 5,820,954

　　　　　有形固定資産合計 5,893,104,428

　（２）　無形固定資産

　　　イ　水利権 149,072,677

　　　　　無形固定資産合計 149,072,677

　（３）　投資

　　　イ　リサイクル預託金 8,400

　　　　　投資合計 8,400

　　　　　固定資産合計 6,042,185,505

２．流動資産

　（１）　現金預金 961,192,132

　（２）　未収金 73,958,013

　　　イ　貸倒引当金（一般債権） △ 800,000

　　　ロ　貸倒引当金（破産更生債権） △ 200,000 72,958,013

　（３）　貯蔵品 9,729,610

　（４）　前払金 24,390,000

　　　　　流動資産合計 1,068,269,755

　　　　　資産合計 7,110,455,260

６．令和２年度城里町水道事業会計予定貸借対照表

資産の部
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３．　固定負債

　（１）　企業債

　　　イ　建設改良等の財源に充てるための企業債 3,163,615,996 3,163,615,996

　　　　　固定負債合計 3,163,615,996

４．　流動負債

　（１）　企業債

　　　イ　建設改良等の財源に充てるための企業債 236,457,770 236,457,770

　（２）　未払金 232,930,527

　（３）　引当金

　　　イ　賞与引当金 3,531,000

　　　ロ　法定福利費引当金 674,000 4,205,000

　（４）　預り金 1,859,223

　　　　　流動負債合計 475,452,520

５．　繰延収益

　（１）　長期前受金

　　　イ　国庫（県）補助金 1,919,383,447

　　　ロ　一般会計補助金 1,021,245,583

　　　ハ　一般会計負担金 123,597,590

　　　二　工事負担金 900,750,912 3,964,977,532

　（２）　長期前受金収益化累計額

　　　イ　国庫（県）補助金 △ 1,162,802,620

　　　ロ　一般会計補助金 △ 536,996,181

　　　ハ　一般会計負担金 △ 34,146,721

　　　二　工事負担金 △ 558,359,023 △ 2,292,304,545

　　　　　繰延収益合計 1,672,672,987

　　　　　負債合計 5,311,741,503

負債の部
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６．　資本金

　（１）　固有資本金 56,623,228

　（２）　出資金 548,800,000

　（３）　組入資本金 45,437,837

　　　　　資本金合計 650,861,065

７．　剰余金

　（１）　資本剰余金

　　　イ　国庫補助金 730,302

　　　ロ　一般会計補助金 318,969

　　　ハ　一般会計負担金 34,394

　　　ニ　工事負担金 659,745

　　　　　資本剰余金合計 1,743,410

　（２）　利益剰余金

　　　イ　減債積立金 38,900,000

　　　ロ　建設改良積立金 46,053,815

　　　ハ　当年度未処分利益剰余金 1,061,155,467

　　　　　利益剰余金合計 1,146,109,282

　　　　　剰余金合計 1,147,852,692

　　　　　資本合計 1,798,713,757

　　　　　資本・負債合計 7,110,455,260

資本の部
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（令和4年3月31日） （単位　円）

１．　固定資産

　（１）　有形固定資産

　　　イ　土地 115,844,335

　　　ロ　建物 292,477,202

　　　　　減価償却累計額 △ 140,778,740 151,698,462

　　　ハ　構築物 8,644,638,900

　　　　　減価償却累計額 △ 3,851,546,002 4,793,092,898

　　　ニ　機械及び装置 3,428,657,962

　　　　　減価償却累計額 △ 2,694,535,862 734,122,100

　　　ホ　車両運搬具 6,771,621

　　　　　減価償却累計額 △ 6,100,526 671,095

　　　へ　工具器具及び備品 14,521,058

　　　　　減価償却累計額 △ 10,351,502 4,169,556

　　　　　有形固定資産合計 5,799,598,446

　（２）　無形固定資産

　　　イ　水利権 135,359,934

　　　　　無形固定資産合計 135,359,934

　（３）　投資

　　　イ　リサイクル預託金 8,400

　　　　　投資合計 8,400

　　　　　固定資産合計 5,934,966,780

２．流動資産

　（１）　現金預金 747,598,897

　（２）　未収金 74,563,717

　　　イ　貸倒引当金（一般債権） △ 800,000

　　　ロ　貸倒引当金（破産更生債権） △ 200,000 73,563,717

　（３）　貯蔵品 15,875,974

　（４）　前払金 24,390,000

　　　　　流動資産合計 861,428,588

　　　　　資産合計 6,796,395,368

７．令和３年度城里町水道事業会計予定貸借対照表

資産の部
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３．　固定負債

　（１）　企業債

　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 3,019,189,398 3,019,189,398

　　　　　固定負債合計 3,019,189,398

４．　流動負債

　（１）　企業債

　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 247,626,598 247,626,598

　（２）　未払金 127,280,356

　（３）　引当金

　　　イ　賞与引当金 3,588,000

　　　ロ　法定福利費引当金 685,000 4,273,000

　（４）　預り金 1,859,223

　　　　　流動負債合計 381,039,177

５．　繰延収益

　（１）　長期前受金

　　　イ　国庫(県)補助金 1,919,383,447

　　　ロ　一般会計補助金 1,036,693,758

　　　ハ　一般会計負担金 127,291,956

　　　ニ　工事負担金 900,750,912 3,984,120,073

　（２）　長期前受金収益化累計額

　　　イ　国庫(県)補助金 △ 1,198,124,620

　　　ロ　一般会計補助金 △ 557,149,181

　　　ハ　一般会計負担金 △ 37,050,721

　　　ニ　工事負担金 △ 582,696,023 △ 2,375,020,545

　　　　　繰延収益合計 1,609,099,528

　　　　　負債合計 5,009,328,103

負債の部
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６．　資本金

　（１）　固有資本金 56,623,228

　（２）　出資金 548,800,000

　（３）　組入資本金 45,437,837

　　　　　資本金合計 650,861,065

７．　剰余金

　（１）　資本剰余金

　　　イ　国庫(県)補助金 730,302

　　　ロ　一般会計補助金 318,969

　　　ハ　一般会計負担金 34,394

　　　ニ　工事負担金 659,745

　　　　　資本剰余金合計 1,743,410

　（２）　利益剰余金

　　　イ　減債積立金 38,900,000

　　　ロ　建設改良積立金 46,053,815

　　　ハ　当年度未処分利益剰余金 1,049,508,975

　　　　　利益剰余金合計 1,134,462,790

　　　　　剰余金合計 1,136,206,200

　　　　　資本合計 1,787,067,265

　　　　　資本・負債合計 6,796,395,368

資本の部
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（単位　千円）
当該年度中増減見込

当該年度中起債見込額 当該年度中元金償還見込額

８．　公営企業債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区　　　　　分 前々年度末現在高 前年度末現在高 当該年度末

１．公営企業債 3,260,640 3,253,874 103,200 236,458 3,120,616

　（１）水  　　道 3,260,640 3,253,874 103,200 236,458 3,120,616

合　　　　　　計 3,260,640 3,253,874 103,200 236,458 3,120,616
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　Ⅰ．重要な会計方針

　　　平成２６年度より，改定後の地方公営企業会計基準を適用して，財務諸表等を作成している。

　　１　資産の評価基準及び評価方法

　　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　　満期保有目的債券　　　　償却原価法（定額法）

　　（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　貯蔵品　先入先出法

　　２　固定資産の減価償却の方法

　　（１）有形固定資産

　　　　・減価償却の方法　　　　定額法による。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　　　　　6～50年

　　　　　構築物　　　　　　　　5～60年

　　　　　機械及び装置　　　　　2～60年

　　　　　器具及び備品　　　　　3～15年

　　（２）無形固定資産

　　　　・減価償却の方法　　　　定額法による。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　水利権　　　　　　　　20年

令和３年度城里町水道事業会計予算に関する注記
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　　３　引当金の計上方法

　　（１）退職給付引当金

　　　　　職員の退職手当は，「水道事業職員の退職手当組合負担金に関する覚書」に基づき，一般会計がその全部を負担することとなっ

　　　　ているため，退職給付引当金は計上していない。

　　（２）賞与引当金

　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上して

　　　　いる。

　　（３）法定福利費引当金

　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，当年度の負担に属

　　　　する額を計上している。

　　（４）貸倒引当金

　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため，回収可能性を検討し，過去の欠損実績率等も鑑み，回収不能見込額を計上している。

　　４　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　　１　企業債の償還に係る他会計の負担

　　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち，他会計が負

　　　担すると見込まれる額は66,242,000円である。
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　　２　単一セグメントについての注記

　　　　城里町水道事業は，水道事業のみであるため単一セグメントとする。

　Ⅲ．リース会計に係る特例措置

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　Ⅳ．賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　　１年内　　　　 　6,765,120円

　　　１年超　　　　　 6,765,120円

　　　　計　　　　　　13,530,240円

　Ⅴ．その他の注記

　　  新会計基準移行に係る経過措置

　　　みなし償却制度の廃止に伴う経過措置

　　　平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理している額について

　　は，平成２６年３月３１日以前に取得又は改良した資産で，取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資

　　産を除いたすべての資産（ただし，補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）を対象とした按分等の方法

　　を用いて合理的に整理している。
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